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Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

1

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 4,502 0 合計 4,501,860 円
委託料 618,860 円

財
　
源

特定財源 0 0 2,250 0 備品購入費 3,883,000 円

一般財源 0 0 2,252 0

職員人件費　② 0 0 3,836 0

総事業費（①＋②） 0 0 8,338 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 元気な愛知の市町村づくり補
助金（県）

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 マネジ

令

メント方針

基本施策 時

和

代の変化に対応した行

５

政運営
施策体系

施策の

年

内容 なし

目
　
　
　
的

　

度

マイナンバーカードに

評

関する事務手続件数

主

価

た
る
内
容

○マイナンバ

）

ーカード専用窓口の開

刈

設
の増加に対応するた

谷

め、受付窓口の効率化

市

を ○申請書自動作成シ

事

ステムの導入
図る。

位

務

置
づ
け

関連計画

根拠法

事

令

対象者 市民 事業期間

業

令和５年度 ～ 令和５年

評

度

実施方法 ■直営　■

価

委託　□指定管理　□

シ

補助・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

名

績

３年度実績 ４年度実

担

績 ５年度実績 ６年度計

当

画

　 　 ・マイナンバー

部

カード専用窓 　
　 　 　

市

口開設（9月1日） 　

民

　 　 ・申請書自動作成

活

システムの 　
　 　 　導

動

入 　
　　　―――――

部

―― 　　　―――――

一

―― 　　　―――――

般

――

　マイナンバーカ

会

ードに関する手続きを

計

専用窓口としたことで

受

、市民の受付待機列の

付

分散化及び待ち時間の

窓

短縮が実現で

成果
きた

口

。

　申請書自動作成シ

改

ステムの導入により、

修

市民の申請書作成に係

事

る負担軽減が実現でき

業

た。

　今後もマイナン

担

バーカードに関する状

当

況の変化を注視して、

課

制度改正に伴う新規申

市

請書の対応や適切な受

民

付案内対応を

行う必要

課

がある。
課題

指標名称

款

（単位）
実績値 目標値

項

３年度 ４年度 ５年度 ６

目

年度 ８年度

活動 申請書

担

自動作成システムによ

当

る作成枚数（枚） ― ―

係

8,018 ― ―
指標
活

マ

動
指標

申請書自動作成

イ

システムの導入状況
他

ナ

市との ・知立市　令和

ン

４年度導入
比較検証

バーカード交付



3 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　個人番号

令

カードの普及に伴い、

和

カード関係手続きの申

６

請
・法的業務

高い
が増

年

加している。専用受付

度

窓口及び申請書自動作

（

成システ
必要性 ・市民

令

ニーズ、社会需要 ムの

和

運用は、市民課全体の

５

円滑な窓口運用を行う

年

にあたり
・市民生活上

度

必要である　など 必要

評

である。

　専用受付窓

価

口による適切な案内及

）

び申請書自動作成シス

刈

・コストの節減、費用

谷

対効果
高い

テムの使用

市

による記入時間短縮や

事

誤記防止により、市民

務

課
効率性 ・執行体制の

事

効率性 窓口の効率化が

業

図られる。
・手段の最

評

適性　など

　個人番号

価

カード関係手続きは、

シ

登録されている住民基

ー

本
・市が主体となって

ト

実施する
高い

台帳の市

（

町村で行うため、市が

様

実施する必要がある。

式

妥当性 　べき事業であ

２

るか
・総合計画との整

）

合性　など

　個人番号

会

カード関係とそれ以外

計

の手続きが混在した受

名

付

施策への ・施策への

担

貢献度
高い

窓口の整理

当

により、待ち時間の短

部

縮が図れる。また申請

市

書
・目標達成度 自動作

民

成システムにより、申

活

請書記入負担が低減さ

動

れるた
貢献度 ・市民サ

部

ービスへの効果　など

一

め、市民サービスの向

般

上につながる。

今後の

会

方向性 □拡充　□現状

計

維持　■改善・効率化

受

　□縮小　□終期設定

付

　□休止・廃止

　個人

窓

番号カード交付事業と

口

して継続実施していく

改

。

修事業

Ｃ
 
　
Ｈ

担

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

当

　
∧
　
評
　
価
　
∨

課 市民課

款 項 目 担当係 マイナンバーカード交付

2



立市、碧南市（PayPayのみ）
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 3,639 0 合計 3,638,566 円
役務費 91,506 円

財
　
源

特定財源 0 0 1,819 0 委託料 748,880 円
備品購入費 2,798,180 円

一般財源 0 0 1,820 0

職員人件費　② 0 0 2,762 0

総事業費（①＋②） 0 0 6,401 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 デジタル田園都市国家構想交
付金（国）

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 マネジメント

令

方針

基本施策 時代の変

和

化に対応した行政運営

５

施策体系
施策の内容 な

年

し

目
　
　
　
的

　証明書

度

手数料等の支払いにお

評

いて、キャッ

主
た
る
内

価

容

○キャッシュレス決

）

済端末の導入
シュレス

刈

決済及びセミセルフレ

谷

ジを導入する ○自動釣

市

銭機付きレジへの更新

事

ことで、市民等の利便

務

性の向上を図るととも

事

に、非接触による感染

業

対策を講じる。

位
置
づ

評

け

関連計画 刈谷市ＤＸ

価

推進計画

根拠法令 デジ

シ

タル社会形成基本法始

ー

めデジタル改革関連６

ト

法

対象者 市民 事業期間

（

令和５年度 ～ 令和５年

様

度

実施方法 ■直営　□

式

委託　□指定管理　□

１

補助・助成　□その他

）

会計名 担当部 市民

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

活

績

３年度実績 ４年度実

動

績 ５年度実績 ６年度計

部

画

　 　 ・キャッシュレ

一

ス決済の導入 　
　 　 　

般

　キャッシュレス端末

会

　3台　
　 　   　セ

計

ミセルフレジ　　　3

キ

台　
　 　 ・キャッシュ

ャ

レスの種類 　
　　　―

ッ

―――――― 　　　―

シ

――――――     

ュ

クレジットカード 　　

レ

　―――――――
  

ス

  電子マネー
   

決

 コード決済
   

　

済

キャッシュレス決済の

導

導入により、手数料の

入

支払手段の選択肢が増

事

え、利便性が向上した

業

。

成果
　自動釣銭機付

担

きレジの導入により非

当

接触でスムーズな支払

課

いが可能となった。

　

市

市民課の他の窓口への

民

キャッシュレス決済の

課

導入については、今後

款

の窓口の体制や費用対

項

効果を考えて、採用を

目

検討す

る必要がある。

担

課題

指標名称（単位）

当

実績値 目標値

３年度 ４

係

年度 ５年度 ６年度 ８年

市

度

成果 キャッシュレス

民

利用率（％） ― ― 11

係

.8 ― ―
指標

指標
　証

2

明書交付窓口でのキャ

3

ッシュレス決済導入済

1

の近隣市：安城市、知



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市民サービス向

令

上のため、多様な支払

和

手段を提供する必
・法

６

的業務
高い

要がある。

年

必要性 ・市民ニーズ、

度

社会需要 　本市のＤＸ

（

化を推進するにあたり

令

必要性は高い。
・市民

和

生活上必要である　な

５

ど

　自動釣銭機付きレ

年

ジの導入により現金受

度

け渡し等での誤
・コス

評

トの節減、費用対効果

価

普通
りがなくなり、ま

）

た、ＰＯＳレジの集計

刈

機能により手数料
効率

谷

性 ・執行体制の効率性

市

の集計が簡素化された

事

。
・手段の最適性　な

務

ど 　キャッシュレス手

事

数料がかかるため、単

業

純なコスト削減
にはつ

評

ながらない。
　広く市

価

民が利用する窓口のＤ

シ

Ｘ化につながる事業の

ー

ため
・市が主体となっ

ト

て実施する
高い

、市が

（

実施すべき事業である

様

。
妥当性 　べき事業で

式

あるか
・総合計画との

２

整合性　など

　市のＤ

）

Ｘ推進計画の１つの事

会

業として、市民サービ

計

スの

施策への ・施策へ

名

の貢献度
高い

向上に寄

担

与している。
・目標達

当

成度
貢献度 ・市民サー

部

ビスへの効果　など

今

市

後の方向性 ■拡充　□

民

現状維持　□改善・効

活

率化　□縮小　□終期

動

設定　□休止・廃止

　

部

市民ニーズが高く、費

一

用対効果が見込める窓

般

口への導入を検討して

会

いく。
　今後も増えて

計

いくキャッシュレス決

キ

済に対応するため、支

ャ

払える種類の拡充を検

ッ

討していく必要がある

シ

。

ュレス

Ｃ
 
　
Ｈ

決

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

済

　
∧
　
評
　
価
　
∨

導入事業
担当課 市民課

款 項 目 担当係 市民係

2 3 1



5,300
指標
成果 市民で旅券を申請する人のうち、市役所で申請する 92.9 91.2 89.9 91.4 91.4
指標 人の割合（％）

県内の窓口業務状況　54市町村のうち30市町村(24窓口)実施
他市との 　委託：10
比較検証 　直営：14

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,461 8,461 8,951 9,137 合計 8,951,460 円
旅費 5,160 円

財
　
源

特定財源 2,627 411 1,923 4,321 委託料 8,946,300 円

一般財源 5,834 8,050 7,028 4,816

職員人件費　② 2,423 3,012 3,069 3,101

総事業費（①＋②） 10,884 11,473 12,020 12,238

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 市町村権限移譲交付金（県）
収入印紙売りさばき手数料

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

６

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

マネジメント方針

基本

令

施策 時代の変化に対応

和

した行政運営
施策体系

５

施策の内容 なし

目
　
　

年

　
的

　一般旅券の申請

度

及び交付の窓口を設置

評

し、

主
た
る
内
容

〇一般

価

旅券の申請及び交付業

）

務を委託
市民の利便性

刈

の向上を図る。

位
置
づ

谷

け

関連計画

根拠法令 愛

市

知県事務処理特例条例

事

対象者 市民 事業期間 平

務

成２５年度 ～

実施方法

事

■直営　■委託　□指

業

定管理　□補助・助成

評

　□その他

価シート （様式１

Ｂ
　
事

）

　
業
　
実
　
績

３年度実

会

績 ４年度実績 ５年度実

計

績 ６年度計画

旅券申請

名

人数　884人 旅券申

担

請人数　2,731人

当

旅券申請人数　5,7

部

98人 旅券申請人数　

市

5,800人
（上記の

民

うち市役所への （上記

活

のうち市役所への （上

動

記のうち市役所への （

部

上記のうち市役所への

一

　申請者　821人（

般

新規795人,　申請

会

者　   2,492

計

人（新規 　申請者　5

一

,215人（新規 　申

般

請者　5,300人　

旅

91.4％）
　記載事

券

項変更24人,増補2

発

人)　2,400人,

給

　記載事項変更87 　

等

5,056人（うち電

事

子申請67 　
　92.

業

9％） 　人,増補5人

担

)　91.2％） 　人

当

），残存有効期間同一

課

　159人　89.9

市

％）

　市役所に窓口を

民

設置することにより、

課

市役所での申請率が8

款

9.9％となり、市民

項

の利便性向上を図るこ

目

とができた。

成果

　有

担

効旅券のオンライン申

当

請による更新が可能と

係

なったことから、オン

管

ライン申請を推進する

理

取り組みを検討し、実

係

施す

る必要がある。
課

2

題

指標名称（単位）
実

3

績値 目標値

３年度 ４年

1

度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 市役所に旅券を申請する市民の人数　（人） 821 2,492 5,215 5,300



ド

付体制を充実すること

交

により、円滑な交付を

付

実現できた。

成果

　今

2

後もカードの普及促進

3

を図るため、推進する

1

取り組みを検討し実施する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 個人番号カードの申請支援窓口開設数（回） 122 309 266 250 250
指標
成果 個人番号カードの保有枚数（枚） ― ― 110,354 120,000 140,000
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 54,419 33,881 26,776 26,300 合計 26,775,986 円
需用費 1,787,261 円

財
　
源

特定財源 51,928 25,259 18,974 21,695 役務費 7,817,000 円
委託料 13,948,285 円

一般財源 2,491 8,622 7,802 4,605 使用料及び賃借料
3,223,440 円

職員人件費　② 30,283 30,117 34,528 38,767

総事業費（①＋②） 84,702 63,998 61,304 65,067

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0 個人番号カード交付事務費補
助金（国）

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和６

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

マネジメント方針

基本

和

施策 時代の変化に対応

５

した行政運営
施策体系

年

施策の内容 なし

目
　
　

度

　
的

　社会保障・税番

評

号制度の基盤となる個

価

人番

主
た
る
内
容

〇個人

）

番号カードの交付（通

刈

知・郵送・出張
号カー

谷

ドの円滑な交付を行い

市

、制度の理解と 　申請

事

等）
カードの普及促進

務

を図る。 ○個人番号カ

事

ードの交付に係るシス

業

テム等の
　整備、機器

評

の保守管理及び賃借等

価

位
置
づ
け

関連計画

根拠

シ

法令 行政手続における

ー

特定の個人を識別する

ト

ための番号の利用等に

（

関する法律等

対象者 市

様

民 事業期間 平成２７年

式

度 ～

実施方法 ■直営　

１

■委託　□指定管理　

）

□補助・助成　□その

会

他

計名 担当部 市民活

Ｂ
　
事
　
業
　
実

動

　
績

３年度実績 ４年度

部

実績 ５年度実績 ６年度

一

計画

・個人番号カード

般

の交付 ・個人番号カー

会

ドの交付 ・個人番号カ

計

ードの交付 ・個人番号

個

カードの交付
・閉庁時

人

間における交付窓口 ・

番

閉庁時間における交付

号

窓口 ・閉庁時間におけ

カ

る交付窓口 ・閉庁時間

ー

における交付窓口
　の

ド

開設 　の開設 　の開設

交

　の開設
・未受取者へ

付

の督促状送付 ・交付予

事

約・管理システムの ・

業

未受取者への督促状送

担

付 ・未受取者への督促

当

状送付
・写真撮影サー

課

ビスの実施 　導入 ・出

市

張申請受付の実施　3

民

回 ・出張申請受付の実

課

施　6回
・出張申請受

款

付の実施　17回 ・申

項

請受付専用窓口の設置

目

・個人番号カードの案

担

内チラ ・外出困難者へ

当

の出張交付の
・個人番

係

号カードの案内チラ ・

マ

出張申請受付の実施　

イ

42回 　シ配布 　実施

ナ

　50件
　シ配布 ・個

ン

人番号カードの案内チ

バ

ラ ・個人番号カードの

ー

案内チラ
　シ配布 　シ

カ

配布

　市民ニーズに合

ー

わせて、申請環境や交



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,975 2,829 2,244 3,344 合計 2,244,000 円
需用費 2,244,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 1,975 2,829 2,244 3,344

職員人件費　② 757 753 767 775

総事業費（①＋②） 2,732 3,582 3,011 4,119

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　

６

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 福祉

（

安心

基本施策 子育て支

令

援
施策体系

施策の内容

和

子どもが健やかに生ま

５

れ育つ環境づくり

目
　

年

　
　
的

　新たに市民と

度

なる子の誕生を祝い、

評

記念品

主
た
る
内
容

　出

価

生届提出時に対象者へ

）

案内し、市民課及
を贈

刈

ることにより、刈谷の

谷

まちへの愛着を育 び富

市

士松支所の窓口でお祝

事

い記念品を贈る。
み、

務

定住促進の一助とする

事

。

位
置
づ
け

関連計画

根

業

拠法令

対象者 市民 事業

評

期間 令和２年度 ～

実施

価

方法 ■直営　□委託　

シ

□指定管理　□補助・

ー

助成　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ

名

　
事
　
業
　
実
　
績

３年

担

度実績 ４年度実績 ５年

当

度実績 ６年度計画

・記

部

念品のプレゼント ・記

市

念品のプレゼント ・記

民

念品のプレゼント ・記

活

念品のプレゼント
　　

動

木製おもちゃ　1,4

部

22個 　　木製おもち

一

ゃ　1,301個 　　

般

木製おもちゃ　1,3

会

12個 　　木製おもち

計

ゃ　1,350個

　新

誕

たに市民となった子の

生

誕生を祝福する気持ち

お

を形にあらわすことに

祝

よって、刈谷市への愛

い

着や魅力発信のきっか

事

けと

成果
なった。

　本

業

市の魅力発信や新生児

担

の誕生祝いにふさわし

当

い、記念品等を選定し

課

、より広く様々な市民

市

に喜ばれる企画とする

民

必要

がある。
課題

指標

課

名称（単位）
実績値 目

款

標値

３年度 ４年度 ５年

項

度 ６年度 ８年度

成果 出

目

生届受付件数（件） 1

担

,440 1,323 1

当

,322 1,350 1

係

,360
指標
活動 記念

市

品を渡した割合（％）

民

98.8 98.3 99

係

.2 100.0 100

2

.0
指標

　出生届受付

3

窓口で記念品を渡して

1

いる事例がない。
他市との
比較検証



コンビニ交付システム等の業務に必要な機器の賃

成果
借や保守管理委託及び法改正等によるシステム開発委託をすることで市民課業務を適正に管理することができた。

　継続的なシステムの監視と、トラブルにつながる人為的ミスを防ぐための正確な操作を徹底する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

成果 トラブルによるシステムダウン（件） 0 0 0 0 0
指標

 
指標

システムの構成等によって違うため他市との比較はできない。 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 82,707 103,584 83,093 239,893 合計 83,093,466 円
役務費 4,749,190 円

財
　
源

特定財源 12,703 50,832 26,590 69,254 委託料 53,424,877 円
使用料及び賃借料

一般財源 70,004 52,752 56,503 170,639 20

Ｄ

,132,362 円

　

負担金、補助及び

職員

　

人件費　② 7,949

　

8,357 9,284

Ｏ

9,769 交付金 4,

　

787,037 円

総

　

事業費（①＋②） 90

∧

,656 111,94

　

1 92,377 249

　

,662

建
設
事
業

全体

実

事業費（単位：千円）

　

0 ５年度特定財源名称

　

５年度までの累積事業

施

費 0 戸籍関係手数料
住

　

民票関係手数料

７年度

　

以降の事業費見込 0 印

∨

鑑証明手数料
広告料収入

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

６

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 マネジ

（

メント方針

基本施策 時

令

代の変化に対応した行

和

政運営
施策体系

施策の

５

内容 なし

目
　
　
　
的

　

年

住民基本台帳システム

度

、住基ネットワーク

主

評

た
る
内
容

○各種システ

価

ム・機器の保守管理、

）

賃借
システム、戸籍シ

刈

ステム､コンビニ交付

谷

システ ○通信機器の借

市

上料
ムなど業務に必要

事

な設備の賃借及び保守

務

管理
委託等を行い、市

事

民課業務の適正化を図

業

る。

位
置
づ
け

関連計画

評

 

根拠法令  

対象者 事

価

業期間 ～

実施方法 ■直

シ

営　■委託　□指定管

ー

理　□補助・助成　□

ト

その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業

担

　
実
　
績

３年度実績 ４

当

年度実績 ５年度実績 ６

部

年度計画

・保守管理委

市

託、システム借 ・保守

民

管理委託、システム借

活

・保守管理委託、シス

動

テム借 ・保守管理委託

部

、システム借
　上 　上

一

　上 　上
　住民基本台

般

帳システム 　住民基本

会

台帳システム 　住民基

計

本台帳システム 　住民

設

基本台帳システム
　住

備

基ネットワークシステ

管

ム 　住基ネットワーク

理

システム 　住基ネット

事

ワークシステム 　住基

業

ネットワークシステム

担

　戸籍システム 　戸籍

当

システム等 　戸籍シス

課

テム等 　戸籍システム

市

等
　コンビニ交付シス

民

テム等 ・システム改修

課

・システム改修 ・シス

款

テム改修
・システム改

項

修 　戸籍システム法改

目

正対応等 　戸籍システ

担

ム法改正対応業 　戸籍

当

システム及び住民基本

係

　戸籍システム法改正

戸

対応 　（Ｒ3繰越分）

籍

　務委託 　台帳システ

係

ム法改正対応等
　コン

2

ビニ交付システム機器

3

　住民基本台帳システ

1

ム法改 　住民基本台帳システム法改 　業務委託（Ｒ5繰越分含む）
　更新対応等 　正対応 　正対応業務委託

　住民基本台帳システム、住基ネットワークシステム、戸籍システム、



98.0
指標
成果
指標

岡崎市　指定管理　　　　　　　　　　　　　　　　　知立市　一部業務委託
他市との 豊田市（みよし市）委託　　　　　　　　　　　　　　西尾市　一部業務委託
比較検証 碧南市（高浜市）一部事務組合直営（一部業務委託）

安城市　直営

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 98,249 107,781 116,952 126,182 合計 116,951,611 円
旅費 2,040 円

財
　
源

特定財源 40,022 48,558 50,093 41,747 需用費 93,497 円
役務費 131,564 円

一般財源 58,227 59,223 66,859 84,435 委託料 104,276,428 円
使用料及び賃借料

職員人件費　② 5,602 6,400 6,522 6,590 4,543,032 円
備品購入費 7,849,050 円

総事業費（①＋②） 103,851 114,181 123,474 132

Ｄ

,772 負担金、補助

　

及び
交付金 56,00

　

0 円

建
設
事
業

全体事

　

業費（単位：千円） 0

Ｏ

５年度特定財源名称

５

　

年度までの累積事業費

　

0 斎園使用料
土地建物

∧

貸付収入

７年度以降の

　

事業費見込 0 火葬場相

　

互援助負担金

実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

６

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 マネジ

（

メント方針

基本施策 時

令

代の変化に対応した行

和

政運営
施策体系

施策の

５

内容 なし

目
　
　
　
的

　

年

多様化する市民ニーズ

度

に対応するため、青

主

評

た
る
内
容

○青山斎園の

価

管理運営を指定管理者

）

に委託
山斎園を指定管

刈

理者に委託し、適切に

谷

運営す ○青山斎園予約

市

システムの保守管理及

事

び機器
ることで、市民

務

サービスの向上と事務

事

の効率 の賃借等
化を図

業

る。

位
置
づ
け

関連計画

評

 

根拠法令  

対象者 青

価

山斎園利用者 事業期間

シ

～

実施方法 □直営　□

ー

委託　■指定管理　□

ト

補助・助成　□その他

（様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

当

績

３年度実績 ４年度実

部

績 ５年度実績 ６年度計

市

画

・指定管理者による

民

管理運営 ・指定管理者

活

による管理運営 ・指定

動

管理者による管理運営

部

・指定管理者による管

一

理運営
・刈谷市都市施

般

設管理協会 ・刈谷市都

会

市施設管理協会 ・刈谷

計

市都市施設管理協会 ・

施

刈谷にぎわいオフィス

設

・火葬件数　1,67

管

2件 ・火葬件数　1,

理

910件 ・火葬件数　

事

1,918件 ・有線L

業

AN及びWi-Fi環

担

境構築
・納骨壇　50

当

壇増設

　指定管理者に

課

より施設の適正な運営

市

が行われたことで、モ

民

ニタリングでは95.

課

3％の利用者から高い

款

評価を得ており、市

成

項

果
民サービスの向上を

目

図ることができた。

　

担

霊堂に納骨壇を50壇

当

増設し、市民からの需

係

要に対応した。

　経年

管

劣化による修繕が増加

理

しているため、指定管

係

理者と連携して早期に

4

不具合箇所を把握し対

1

応することで、施設の

6

適

正な維持管理を図る必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

成果 施設利用に対する満足度（％） 95.6 98.5 95.3 98.0



較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 86,170 0 9,750 25,600 合計 9,749,652 円
工事請負費 9,749,652 円

財
　
源

特定財源 42,000 0 0 0

一般財源 44,170 0 9,750 25,600

職員人件費　② 4,467 0 3,836 3,877

総事業費（①＋②） 90,637 0 13,586 29,477

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

６

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 マネジ

（

メント方針

基本施策 時

令

代の変化に対応した行

和

政運営
施策体系

施策の

５

内容 なし

目
　
　
　
的

　

年

青山斎園は築40年以

度

上が経過していること

評

主
た
る
内
容

○老朽化し

価

た施設等の改修
から、

）

計画的に施設を改修す

刈

ることで、良好
な環境

谷

の維持と長寿命化を図

市

る。

位
置
づ
け

関連計画

事

刈谷市公共施設維持保

務

全計画

根拠法令

対象者

事

青山斎園利用者 事業期

業

間 ～

実施方法 ■直営　

評

□委託　□指定管理　

価

□補助・助成　□その

シ

他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実

計

　
績

３年度実績 ４年度

名

実績 ５年度実績 ６年度

担

計画

・斎場棟他1棟外

当

壁等　改修工　 ・火葬

部

炉設備取替工事 ・霊堂

市

大規模改修工事設計業

民

　事 　 ・斎場棟女子便

活

所他改修工事 　務委託

動

・斎場棟空調設備改修

部

工事 　 ・自転車置き場

一

設置工事 ・非常用自家

般

発電設備制御盤
・斎場

会

棟火災報知設備改修工

計

　 ・霊堂女子トイレ改

施

修工事 　取替工事
　事

設

　　　―――――――

改

・せい山閣自動火災報

修

知設備 ・火葬炉設備取

事

替工事
・せい山閣ホー

業

ル照明等増設 　設置工

担

事 ・火葬炉自動扉取替

当

工事
　工事 ・法要室控

課

室畳取替修繕
・法要室

市

障子紙取替修繕

　老朽

民

化した施設等を改修す

課

ることにより、施設環

款

境が良好なものに改善

項

され、安定的な稼働と

目

長寿命化を図ることが

担

で

成果
きた。

　突発的

当

な不具合の発生により

係

施設の利用を停止する

管

ことがないよう、施設

理

等の老朽化等の状況把

係

握に努め、計画的に改

4

修を実施する必要があ

1

る。
課題

指標名称（単

6

位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 整備不良による事故発生件数 0 0 0 0 0
指標
活動
指標

　建設年度等が異なるため、他市のとの比較はできない。
他市との
比


